
　　　　「経済自立５ヵ年計画」の成立（2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　浅井良夫

３　鳩山内閣の成立と「総合経済６ヵ年計画の構想」

　（1）新内閣の経済政策

鳩山内閣の成立　1954年12月７日に吉田内閣が総辞職し，同月10日に

鳩山内閣が成立した。鳩山首相は，長期計画の策定を望む強い世論を背景

に1），長期経済計画の樹立を新内閣の政策の中心に据え，国民にアピール

しようとした2）。鳩山内閣の出現により，長期経済計画は，表舞台に踊り

出ることになったのである。

　新たに政権を取った日本民主党（以下，民主党と略す）は，1954年11月

24日，改進党と日本自由党との合同により結成された新党であった。民

主党は，経済の計画性を前面に掲げ，「総合計画による自立経済を確立」

することを綱領でも謳っていた3）。民主党の「政策大綱」では，雇用問題

が重視され，「完全雇用を目途とする財政経済政策を推進する」，「失業増

加の情勢にかんがみて，速やかにこれが救済の施策を推進する」などの政

策が掲げられた4）。なお，当時の各政党の主要な政策は，表６の通りであ
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表６　各政党の「政策大綱」一覧　（1954年11月25日現在）
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る。

一万田蔵相と石橋通産相　鳩山内閣の経済審議庁長官に起用されたのは，

高碕達之肋(1885-1964)である。高碕は，戦前は東洋製罐社長，戦時には

満州重工業開発総裁，戦後は電源開発総裁をつとめた実業家であった5)。

　蔵相には，日銀総裁として引き締め政策を実施してきた一万田尚登が，

通産相には，積極論者の石橋湛山元蔵相が就任した。経済界は，国際信用

の維持，国際競争力の確保の点から引き締め政策を支持しており6)，対米

関係の面でも積極政策へ転換することは困難な状況のなかで7)，一万田を

蔵相に充てたのは，民主党政権が引き締め政策堅持をするという意思表明

であったと言えよう。

　石橋は，鳩山内閣の成立の際に中心的役割を担ったので，当然，鳩山か

ら蔵相への就任を乞われると予想していた。鳩山が蔵相に一万田を選んだ

ことは，石橋にとっては心外であった8)。こうした経緯から，石橋は，通

産大臣の本来の守備範囲を超えて，経済政策全般にわたって積極的に発言

し，関与しようとした。そのため，石橋が一万田と衝突することは十分に

予想されたのである。そうしたなかで，実業界出身の高碕は，両者の調整

役となることが期待されていた9)。

　一万田蔵相は，組閣直後の記者会見で，つぎのような方針を示した1o)。

①緊縮財政は今後も続けるが，政策の転換をいささかも認めないのではな
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く，デフレの基調は変えずに総合的な観点から今後の施策を考えたい。

②予算の総額は，一兆円どころか，それを下回る額に抑えたい。

③財政を締めた結果，産業資金が不足する場合は金融で埋める。公債発行

は当面，考えない。

④総合施策の１つとして，失業対策にもかなりの配慮を払う。

⑤防衛関係費については，経済力の伴わない軍備は考えられないので，直

ちに増やすことはない。

　これに対し，石橋が唱えたのは，一万田の緊縮堅持政策とは対照的な，

つぎのような積極政策であった11）。

①鳩山内閣の経済政策の目標は拡大均衡にある。一万田蔵相の緊縮政策と

の調整は，多少議論があっても達成できると考える。むしろ，産業政策を

中心として財政をリードする考えである。

②予算の編成は，設備，人口の両面での完全雇用を目標に，これをどう処

理して行くか，適正な産業規模はどうかなどの観点から手をつけるべきで

ある。

③石橋の政策はインフレだと言われるが，デフレ政策は根本的に誤りであ

るから，やめるべきである。インフレとデフレの間を縫って，完全雇用実

現の手を打つ考えである。

④電源開発をはじめ産業投資を縮小することには絶対に反対である。投資

というものはこれに見合う消費財の供給さえ確保すれば，決してインフレ

にはならないものである。この点から，予算規模を一兆円の枠内に抑える

のは無意味である。将来の国力を強める上に必要な投資が通常の方法で賄

えないならば，公債を発行しても差し支えない。

　このように，鳩山内閣の中には，緊縮，積極の相対立する２つの有力な

意見が存在したが，第１次鳩山内閣の基本路線となったのは，緊縮政策の

堅持の一万田路線であった。12月28日に大蔵省が閣議に提出した「予算
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大綱の骨子」においては，①一般会計予算の総枠は一兆円以内とする，②

財政投融資はほぼ前年程度に止める，②公債の発行は行わない，という

「１兆円予算」の方針が貫かれた12）。

　（2）「総合経済６ヵ年計画の構想」（1955年1月18日　閣議了解）

民主党「緊急政策大綱」1954年12月17日，松村民主党政調会長らが高

碕経済審議庁長官に対して，改追究時代に作られた「自立経済５ヵ年計

画」の線に沿って経済審議庁が，完全雇用を目標とした長期経済計画を作

成するように要望した。その際，松村政調会長は，国会解散の前に民主党

の政策を発表する必要があるので，年末までに作成するよう申し入れた。

これに対し，経済審議庁は，各省庁との調整に時間を要するので，翌年１

月初めでなければ無理だと返答した13）。第１次鳩山内閣は，早期（翌年３

月上旬まで）に総選挙を実施するという条件で両派社会党の協力を得て成

立した選挙管理内閣であり，１月に解散が予定されていた。民主党は，新

内閣の政策の目玉とするために，早急に長期経済計画を編成し，来るべき

総選挙に臨もうとしたのである（1955年１月24日解散，２月27日総選挙）。

　民主党総務会は，1954年12月24日，政調会の作成した「30年度予算

に関連する緊急政策大綱」を決定した。この「緊急政策大綱」は，「長期

経済計画」（「自立経済６ヵ年計画」）の策定を第一に掲げ，「自立経済６ヵ年

計画を策定し，長期の見透をもつ総合的な経済政策を樹てる」と謳った14）。

「総合開発の構想」（1954年９月）の役割　経済審議庁は，ただちに，「総合

経済計画試案」と題する試案を作成し15），12月27日に，民主党政調会に
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対し経済６ヵ年計画16）に関する中間報告を行った17）。

　経済審議庁の作業が，このように迅速に進んだのは，1954年９月に作

成された「総合開発の構想（案）全国総合開発計画の資料」が存在した

ためである。

　「総合開発の構想」は，全国総合開発計画の作成のための資料として経

済審議庁計画部総合開発第二課が準備したものであったが，内容は，地域

開発のプランを描いたものではなく，昭和40年度（1965年度）を目標年

次とする12ヵ年の長期経済計画である18）。 1950年の「国土総合開発法」

の制定後，特定地域開発がスタートしたが，全国総合開発のプラン作りは

後回しとなっていた。「総合開発の構想」は，全国総合開発計画を立案す

るための参考資料として作成された。しかし，全国総合開発計画の立案作

業はその後も進まず，1962年10月に「全国総合開発計画」（一念総）とし

て閣議決定されるまでに，さらに８年間を要することになる19）。

　このように，全国総合開発構想を策定する作業が遷延されたため，「総

合開発の構想」は，「経済自立５ヵ年計画」策定の際の参考資料として転

用されることになった。この「総合開発の構想」は，２つの重要な点で，

「経済自立５ヵ年計画」に影響を与えた。
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　第１は，「経済自立と完全雇用」が目標として掲げられた点であり，「経

済自立５ヵ年計画」の目標，「経済自立と完全雇用」と一致する。雇用問

題が重視され，「完全雇用」が目標に掲げられたのは，これまでの長期経

済計画案に見られなかった新たな方向である2o）。

　「総合開発の構想」の前文は，700万人の労働力人口の増加に対処する

ことの困難をつぎのように訴えている。

　「激増する人口に対し，生活の確保を図ることは狭隘な国土と貧弱な資

源の上に立ち，底が浅いわが国の経済にとってまことに容易ならざる問題

と云わざるを得ないが，それにもまして重要であり困難な問題は，この間

に労働人口が700万ちかく増加することであり，しかも上記労働力人口の

著増がたんなる予想とか推定ではないということである。何故ならば新た

な労働力として，昭和40年までに求職の戦列に参加する人口は既に生れ，

生長しつｘあるからである。」

　第２は，これまでの積み上げ方式ではなく，1965年度の経済規模を描

いてから，それをブレイク・ダウンする方法を採用したことである。その

際に，アメリカの経済学者ゲルハルト・コルムの方法を援用した。この方

法は，「経済自立５ヵ年計画」でも用いられ，「コルム方式」と呼ばれた。

「コルム方式」については，後に具体的に触れるが，このように，計画立

案においての技術上の大きな革新がなされたことは特筆に値する。

　「総合開発の構想」は，1952（昭和27）年度を100として，1965（昭和40）

年度に国民総生産が156に増加すると算出した。年率3.5%というきわめ

て低い成長率が想定されたことになる21）。それにもかかわらず，雇用面で

は，1965年の労働力人口4,635万人のうち，摩擦的失業者2％（約95万人）
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表７「総合開発の構想」の目標年次主要指標

および政府雇用者(145万人）を除き, 4,394万人の完全雇用が実現すると

いう展望を描いた２）（表7）。

「総合経済６ヵ年計画の構想」（1955年１月18日　閣議了解）23）経済審議庁

は，各省の意見を徴したうえで，６ヵ年計画の骨子をとりまとめた。この

骨子は，1955年１月18日の閣議で「総合経済６ヵ年計画の構想」として

閣議了解された。

　「総合経済６ヵ年計画の構想」は，つぎのように述べている24）。

　「わが国経済の自立を達成し，且つ年年増大する労働力人口に十分な雇
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用の機会を与えることは，今日わが国経済に課せられている最大の課題で

ある。

　安定経済の基盤のもとに通貨価値の維持強化を図りつつ，この問題を解

決せんがためには，総合的且つ長期的な計画を樹立し，個人及び企業の創

意はこれを生かしつつも，必要な限度において規制を行うという経済体制

を基調として，経済自立の目標に対し一歩一歩着実に前進してゆかなけれ

ばならない。

　このため，政府としては，今回，昭和35年度を一応の目標年次として

昭和30年度以降６ヵ年にわたる総合経済計画の構想を策定した。」

　「総合経済６ヵ年計画の構想」は，計画期間の６ヵ年を前期（1955（昭和

30）年度～57（昭和32）年度），後期（1958（昭和33）年度～60（昭和35）年度）

の３ヵ年ずつに分け，前期３ヵ年には，「主として経済の正常化，なかん

ずく，正常貿易による国際収支の均衡と将来の発展の基盤の確立に主眼を

置き」，後期３ヵ年には，「経済の拡大発展と完全雇用の達成を図ることを

もって中心目標とし，これが実現のため必要な諸政策を総合的且つ重点的

に実施する」こととされた。

　最終目標年次（1960年度）における就業者数は4,328万人で，完全失業

者数は43万5000人（失業率1%),国民総生産は約８兆8000億円（年

4.2%成長），国際収支は26億6000万ドルとなることが想定された（表8）。

　「構想」は，計画の実現のために必要な政策として，以下の６つを挙げ

た。

１　民間資本の蓄積並びに重要設備資金（長期運転資金を含む）の確保のた

めの対策。

２　輸出振興のための総合対策。

３　産業の徹底的合理化対策。

４　国内自給度向上の効率的対策。

５　国土保全並びに開発対策。
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表８「総合経済６ヵ年計画の構想」の目標年次主要指標

６　国民生活の安定対策。

　こうして，「総合経済６ヵ年計画」の策定作業は，内閣によって正式に

オーソライズされた。

　「総合経済６ヵ年計画の構想」の閣議了解から「経済自立５ヵ年計画」

の閣議決定（1955年12月20日）までにはなお１年近くの時日を要するの
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であるが，「総合経済６ヵ年計画の構想」により，「経済自立５ヵ年計画」

の性格と方向は定まったと見て良い。

　「総合経済６ヵ年計画の構想」の最大の特徴は，経済自立と並んで，完

全雇用が目標に掲げられたことにある。その後，1954年から55年を通じ

て，国際収支が大幅な改善を見たために，この計画の策定過程では，経済

自立（国際収支の均衡）の目標は後景に退き，完全雇用の達成という目標が

クローズ・アップされることになった。

　完全雇用は，石橋湛山通産相が，とくに強く支持していた政策である。

石橋は，1955年１月に行われた経済倶楽部での講演会において，つぎの

ように抱負を語った25）。

　「経済政策の目標としては，完全雇用を第一段階とします。現在六十数

万人の完全失業者，その他にいわゆる潜在失業者が，農村や中小企業の間

に多数ありまして，その上に年々，就業年齢に達する人が増えるのであり

ますから，これをこのままにして置けば，非常に危険な状態になることは

当然であります。どうしても職場をぶやして，働ける人には職場を与える，

理想的に申しますと，完全に仕事を与え，収入を得られるようにすること

が，社会上から申しましても，経済上から申しましても必要であります。

　特に日本においては，資源が乏しいとか，土地が狭いとか申しますが，

これはまだ利用の余地が必ずしもないわけではありません。一番重大な経

済上の問題は，『人』でありますから，その人をもっと十分に働けるよう

にするということが，日本のために是非必要であります。

　完全雇用の問題というものは，実行上なかなか難かしい点があるとか，

その他いろいろの理由で，これを強く打ち出すという，勇気をもっておる

人は少ないのですが，民主党の政策の中に，私は特に希望して『完全雇用
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を目標とする』をいうことを入れてもらったのであります。」

　この演説には，石橋の持論である「人中心の生産力発展論」が反映され

ている26）。完全雇用を目標にせよという石橋の主張が認められたのは，石

橋が第１次鳩山内閣の中心メンバーであったという理由だけによるもので

はない。 1954年に失業問題が深刻化するなかで，経済界を中心に，失業

問題に対する関心が高まっていたことも大きな圧力となった。

　たとえば，1954年11月２日の経団連常任理事会においては，雇用問題

について討議し，「明年度予算編成期を控え，この機会に雇用問題と真剣

に取り組む必要がある」との点で，意見の一致をみている。そこでは，短

期的な失業対策だけではなく，労働人口の持続的な増加傾向を見込んだ産

業構造の改革なども問題となった27）。

　このように完全雇用の目標が掲げられたものの，「総合経済６ヵ年計画」

は，他方では「健全財政，健全金融の基調はこれを基本的政策として，全

期間を通じ，一貫して維持されなければならない」としていた。安定政策

と成長政策との調整を，「総合経済６ヵ年計画の構想」は，計画の前半の

期間は安定，後半の期間は成長というように，２つの時期に分けることで

図ろうとした。すなわち，前期３ヵ年には緊縮的な政策を堅持し，後期３

ヵ年に拡大的な政策を実施するものとした。そのために，前期３ヵ年には

経済成長はほとんど見込めなくなった（３年間のＧＮＰ増見込はわずか2.9%)。

　こうして提示された「総合経済６ヵ年計画の構想」は，完全雇用を前面

に押し出した割には，その内容は，積極性に欠けるものであった。

「総合経済６ヵ年計画の構想」への批判　鳩山内閣・民主党の要請により，
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経済審議庁は，「総合経済６ヶ年計画の構想」を短期間のうちに作成した

のであるが，「僅か2～3週間で計画をでっち上げるのは，非常識ではない

かという意見もあった」とされる28）。

　各省の意見は徴したものの，調整はほとんど行われないままに，「総合

経済６ヵ年計画の構想」は，閣議にかけられた。そのため，各省から出さ

れた問題は，未解決のまま，のちの「経済自立５ヵ年計画」の審議に持ち

越されることとなった。

　1955年１月６日～7日に，経済審議庁が，各省との連絡会を開いた際に

は，つぎのような意見が出された。

　大蔵省は，設備投資の見通しが過大であると批判した。「経審試案は設

備投資の年間純増を一兆円と見込んでいるが，これは現在でも生産過剰の

傾向にある生産物の販路の見通しからみて過大であり，消費水準の上昇の

割合とつり合いがとれていない」というのがその根拠であった。また，「重

点産業に設備投資をふやすことが必ずしも雇用の飛躍的な増大とはならな

い」とも述べた。さらに，輸出増大のためには，物価を引下げる必要があ

るのに，物価問題への言及が欠落していると批判した29）。

　通産省は，年次計画がなく，具体的政策が示されていない点を批判し，

「6ヵ年計画」に，①輸出振興策，②産業合理化対策，③産業投融資の確

保の３つの政策を重点的に取り入れたいと主張した。また，経済規模の測

定の方法に関しては，海外依存度が高い日本の場合には，輸出入の想定を

基礎とすべきであるとした。さらに，コスト，価格の問題を度外視してい

る点も問題であるとした3o）。

　農林省は，経済自立は輸出振興のみでは達成できず，食糧増産による自

給度の向上が必要であると主張した。農林省によれば，食糧輸入が増大し
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ないようにするためには，経済審議会案が見積った1954～60年度で計

1,350万石の食糧増産では不充分であり，1955～60年度で計1,362万石に

増やさなければならないとした31）。

　労働省は，「六ヵ年という短期間で労働力率がこれほど下がるかどうか

は疑問で，三十五年度の労働力人口が四千三百七十二万人に押さえられる

とは言い切れないのではないか。そのため三十五年度に完全雇用が実現す

るというのは目標としていいが，実現は困難と考えられる」とコメントし

た32）。

　省庁の反応は，財政投融資の拡大を求めていた通産省，農林省などと，

財政投融資の拡大に歯止めをかけようとしていた大蔵省とでは，対照的で

あったと言える。大蔵省は，「このような長期計画よりもデフレ地固めの

年である三十年度と，これに続く拡大均衡の年である三十一年度の確実な

見取図を作ることのほうが重要である」と，長期計画の策定自体にも消極

的姿勢を示した33）。

　1月10日に開催された経済審議会（会長　石川一郎）では，高碕経済審

議庁長官が「経済６ヵ年計画」案を説明し，委員の意見を聞いた34）。この

席で出された経済界の意見は，1955年２月７日に経団連が行った座談会

において出された意見とも重なり合うので35)併せて見ておきたい。

　計画を策定すること自体については，「今度の内閣になって，とにかく

こういう長期計画を立てて，その目標に向って進んで行こうということは，

やはり一つの進歩」（新海英一日本石炭協会会長・古河鉱業社長）であると評

価し，完全雇用という目標についても，「将来の完全雇用を目標として，

日本経済復興の見取図を作ったという点では非常に意義がある」（川北禎一
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日本興業銀行頭取）とした。

　批判が向けられたのは，想定した経済規模が小さすぎるという点であっ

た。22～23億ドル程度の貿易規模では不充分であり，５年後に「完全雇用

を実現するには計画で予定しているよりももっと大きな経済規模にする必

要があり，このためには貿易規模の拡大に力を入れねばなるまい」（石川

一郎，川北禎一）と，貿易規模の想定に大きな問題があるとの指摘がなさ

れた。

　また，従来の政府の経済計画は実行が伴わないものが多かったので，計

画達成のための具体的な方法と機構を整備すべきであるという要望が出さ

れた。さらに，昭和30年度予算にも「総合経済６ヵ年計画の構想」を反

映させるべきという主張もなされた。

　このように，経済界は，長期経済計画の策定には好意的であったが，こ

の案には満足せず，より積極的な内容で，より実行性のあるプランを作成

すべきだと主張した。

　「総合経済６ヵ年計画の構想」で描かれた長期計画は，財政や金融とい

った間接的政策手段に依拠するものであるから，財政資金，産業資金の計

画が重要な柱となる。この案に具体性を持たせようとするならば，財政計

画，産業資金計画の年次毎の長期計画を作成する必要があった。経済審議

庁が用意していたのは，つぎのような中間年次と最終年次との財政計画と

産業設備資金計画であった（表9）。

　一般会計歳出は，1960（昭和35）年度１兆2200億円と，ＧＮＰ規模の拡

大（1953年度→1960年度，23.1％増）と，ほぼ同じ伸び率を想定した（同期

間に22.0％増）。大幅な減税も実施せず，財政規模は，現状維持を目標と

したわけである。（1960年度の一般会計歳出規模の実績値は，１兆9610億円。）

　財政投融資は，1960年度の絶対額を，1953年度とほぼ同じ, 2,915億

円としたため，対ＧＮＰでは，かなり縮小している。（実際には，1960年度

の財政投融資当初計画の規模は6,069億円となった。）
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表９「総合経済６ヵ年計画の構想」の財政・財政投融資・産業設備資金需要計画
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　このように，財政規模が小さく見積られた結果，産業設備資金の大半は

民間資金に依存することとなった。民間資金を合理的に配分するためには，

民間資金を規制する必要があるとされた。「総合経済６ヵ年計画の構想」

は，「民間において蓄積された資金が基礎産業，輸出適格産業等重要産業

の資金として供給されることを確保するため所要の限度において資金の流

れを規制する」と述べている。

４「経済総合６ヵ年計画」の具体化と経済企画庁の成立

　（1）「経済総合６ヵ年計画」具体化の方向

　「総合経済６ヵ年計画」の策定作業は，「総合経済６ヵ年計画の構想」が

閣議了解された後，ただちに始まったわけではなかった。「経済自立と完

全雇用達成のための長期経済計画」についての諮問が，内閣総理大臣から

経済審議会に対してなされたのは1955（昭和30）年７月６日であった。

　半年近くの空白が生じた理由の１つは，２月27日に総選挙が実施され，

第２次鳩山内閣が３月19日に成立，その間，作業がほぼストップしたこ

とにあった1）。

　また，過去の長期経済計画案が机上のプランに終わったことに対する反

省から，計画に現実性を持たせるためには，経済審議庁の権限を強化しな

ければならないとされ，組織改革のための準備が進められたためでもあっ

た。実行可能な計画にするためには，年次計画を立て，財政的な裏づけを

明確にすることが必要であったが，そのためには，財政当局に対して影響

力を発揮できるような機構にしなければならない。

　経済審議庁のみならず，経済界も，長期計画が実行性のあるものとなる

ことを望んでいた。
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　経済審議会は，３月10日に，つぎのような意見をとりまとめた2）。

①6ヵ年計画を単なる構想ではなく，実行計画として超党派的に新内閣に

おいて推進するよう政治的措置をとる。

②すみやかに前期３ヵ年の年次計画を作る。とくに年次計画は実施計画と

して，生産，投資両面の計画を調整したものとする。

③計画実施のためにはある程度の規制ないし方向付けが必要だが，その方

法としては税制，関税，財政投融資の金利，投資，外貨予算などの間接的

誘導規制を中心とし，直接的な官僚統制をさける。

　これらの意見は，３月８日の経団連常任理事会での議論を踏まえてまと

められたものであった3）。

　（2）経済審議庁から経済企画庁へ

　高碕経済審議庁長官は，３月14日の記者会見で，「今後の経済審議庁の

機構をどうするかは新内閣ができてから検討したいが，私としては経済政

策の基本問題を解決する経済参謀本部的なものにして予算の編成や金融政

策を決めたりするようにしたい。西独の経済相であるエアハルト氏が金融

政策を決めているように，経審で金融政策の基本政策を決めるようにした

い」と述べた4）。

　総理府事務当局は，５月初めまでに，経済審議庁を経済企画庁に改組し，

計画の実施に当って各省庁に勧告する権限を与える構想を纏め5），5月10

日の閣議で，「経済審議庁設置法の一部改正法案」が決定された6）。7月20

日に「経済審議庁設置法」は改正され，８月１日から経済企画庁に改組さ

れた7）。
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　法律のおもな改正点は，以下の通りである8)。

①名称を，経済審議庁から経済企画庁にする。

②任務のうち，｢長期経済計画の策定｣を，｢長期経済計画の策定及び推進｣

とし，計画の推進を任務に加える(第３条)。

③｢長期経済計画を策定し，並びに長期経済計画に関する重要な政策及び

計画について，関係行政機関の事務の総合調整を行うこと｣という条項を

加え，長期計画の遂行に当って，関係各省に勧告する権限を付与する(第

14条第13項)。

④計画部から国土総合開発関係の事務を分離し，新たに開発部を設置する

(第９条)。

　この改組は，｢最初は予算案の編成や金融政策立案の権限まで持ってこ

ようとしたが，そうなると行政機構の根本的改革となり，現在の政情のも

とではとうていできそうもないというので，長期経済計画の策定，推進に

関連して各省に勧告したり，資料提出を求めたりすることができるといっ

たなまぬるいものとなった｣9)と批判されたが，高碕長官自身も，予算編

成権の移管を含む経済審議庁の大幅な権限強化が可能だと考えていたとは

思われない1o)。

　経済審議庁の強化のために採られたもう１つの措置は，経済審議会の拡

大による民間との協力関係の強化である。経済審議会委員の定数は15名

から25名に増員され，６月24日に新たに10名が発令された11)。また，｢6
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力年計画」を検討するために①総合部会，②生産部会，③貿易部会，④建

設交通部会，⑤民生雇用部会，⑥財政金融部会が新設されることとなっ

た12）。この措置は，「政府部内で法的な意味では力のない計画を，民間人

の協力によって実質的に力のあるものにしよう」とする策だと評された13）。

　（3）「前期３ヵ年計画」の作成

　前期３ヵ年の年次計画の策定作業は難航した。

　経済審議庁は，すでに１月末から２月初めの時点で，「総合経済６ヵ年

計画」の年次別資金計画，輸出計画を作成し，昭和30年度予算に反映さ

せたいと考えていた。また，重要産業へ重点的に資金を流すために，投融

資調整委員会を設けることを提唱していた14）。経済審議会も，２月10日

に，少なくとも前期３ヵ年については，年次計画を作成するという方針を

決めた15）。

　まず，「総合経済６ヵ年計画」の初年度について，「昭和三十年度経済計

画」案を作成することとなった。３月中頃に経済審議庁は計画案を作成

し16)この計画案は，４月19日の閣議に提出され，昭和30年度の本予算

案と同時に決定された17）（表10）。この計画は，対1954（昭和29）年度比

で鉱工業生産1.5%増，国民生産2.2%増というきわめて消極的な計画で

あり，拡大均衡の課題は翌年度以降に持ち越すことになっていた。

　このように消極的な内容になったのは，「1兆円予算」という予算の枠

に縛られたためである。『エコノミスト』は，予算案と６ヵ年計画の初年

度計画とが同時に閣議決定されたことは，一見，両者の歯車がガッチリ合

っているかのように見えるが，実際は，「予算につじつまを合わせて計画
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表10「昭和30年度経済計画」主要経済目標
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「三十年度予算が経済計画と別個に作られたという感じは強いようだが，

一体，経審と大蔵省とはどのような関係になっているのか。このままでい

けば三十一年度も予算から見放された計画ができる恐れがある」との懸念

が表明され，計画に合わせて予算を編成できる態勢を目指すべきだという

強い意見が出された19）。

　そもそも大蔵省には，最初から予算編成と経済計画を結びつける意図は

なかった2o）。大蔵省は，むしろ，長期計画を根拠にして，各省が予算増大

を要求してくることを懸念していたのである。

　予算編成との調整という問題は，「前期３ヵ年経済計画」の立案に際し

ても起きた。

　経済審議庁は，「総合経済６ヵ年計画」のうち，1955～57年度の年次計

画（「前期３ヵ年計画」）を作成し，関係各省と意見調整の後に，国会に提出

することとした。しかし，５月16日の次官会議では，通産，農林の両省

からは，目標値が低すぎるという批判が出され，大蔵省は，将来にわたっ

て予算を実質的に制約する案を政府案として決めることに難色を示し，結

局，各省の了解は得られなかった21）。

　経済審議庁は，各省との意見調整を済ませないで，６月20日に，衆参

両院の予算委員会に「前期３ヵ年計画」を資料として提出することにした。

経済審議庁としては，次年度予算の第一次要求が各省から出されるのに先

んじて，この計画を示したかったからである22）。

　1955年に入ってから国際収支が改善されてきたため，「前期３ヵ年計

画」は，１月の「総合経済６ヵ年計画の構想」よりも若干ではあるが，積

極的な色彩が加えられた。すなわち, 1956, 57年度において拡大均衡を
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表11「前期３ヵ年計画」の主要経済指標

目指すという観点から，経済成長率年4.5%を想定し，鉱工業生産は

1956, 57年度には各，年6％の伸びを見込んだ（表11）。
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